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【提出日】平成25年11月14日(2013.11.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　位相を生成する位相生成手段と、所定のサンプリング周期で交流信号が入力される毎に
、前記位相生成手段で生成された位相と入力される交流信号の位相との位相差を算出し、
その位相差がゼロでなければ、当該位相差に基づき前記位相生成手段で生成された位相を
当該位相差が減少する方向に変更し、前記位相差がゼロであれば前記位相生成手段で生成
された位相を保持する制御を行う位相制御手段とを有する位相同期手段を備えた位相検出
装置において、
　前記位相同期手段の前段に、前記交流信号に含まれる不平衡成分と高調波成分を除去す
る複素係数フィルタからなるフィルタ手段を備えたことを特徴とする、位相検出装置。
【請求項２】
　前記複素係数フィルタは、前記交流信号に含まれる基本波を通過帯域の中心周波数とす
るバンドパスフィルタである、請求項１に記載の位相検出装置。
【請求項３】
　前記複素係数フィルタは、前記不平衡成分と所定次数の高調波成分を阻止するノッチフ
ィルタである、請求項１に記載の位相検出装置。
【請求項４】
　前記複素係数フィルタは、前記交流信号に含まれる基本波を通過帯域の中心周波数とす
るバンドパスフィルタと前記不平衡成分と所定次数の高調波成分を阻止するノッチフィル
タとを組み合わせた多段フィルタである、請求項１に記載の位相検出装置。
【請求項５】
　前記交流信号は、電力系統を流れる単相の交流電圧を検出した検出信号である、請求項
１乃至４にいずれかに記載の位相検出装置。
【請求項６】
　前記交流信号は、電力系統を流れる三相の交流電圧を検出した検出信号であり、
　前記フィルタ手段の前段に、前記三相の検出信号を互いに直交する二つの信号に変換し
、一方の信号を複素信号の実数部の信号とし、他方の信号を前記複素信号の虚数部の信号
として前記フィルタ手段に入力する三相二相変換手段を更に備える、請求項１乃至４のい
ずれかに記載の位相検出装置。
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【請求項７】
　前記フィルタ手段は、前記交流信号に含まれる基本波の位相の正弦値と余弦値とを出力
し、
　前記位相制御手段は、前記位相差を算出するために、
　前記位相生成手段で生成された位相の正弦値を演算する第１の正弦値演算手段と、
　前記位相生成手段で生成された位相の余弦値を演算する余弦値演算手段と、
　前記フィルタ手段から出力される正弦値及び余弦値と前記第１の正弦値演算手段で算出
される前記正弦値と前記余弦値演算手段で算出される前記余弦値とを用いて、所定の三角
関数の乗算式で表わされる前記位相差の正弦値を演算する第２の正弦値演算手段と、
を有する、請求項１乃至６のいずれかに記載の位相検出装置。
【請求項８】
　前記三角関数の乗算式は、
　　　sin(θ)・cos(θ')－cos(θ)・sin(θ')＝sin(θ－θ')
　　　但し、　　 θ：前記交流信号に含まれる基本波の位相
　　　　　　　 θ’：前記位相生成手段で生成される位相
　　　　　　sin(θ)：前記フィルタ手段から出力される正弦値
　　　　　　cos(θ)：前記フィルタ手段から出力される余弦値
　　　　 －sin(θ')：前記第１の正弦値演算手段で算出される正弦値
　　　　　 cos(θ')：前記余弦値演算手段で算出される余弦値
である、請求項７に記載の位相検出装置。
【請求項９】
前記フィルタ手段は、前記交流信号に含まれる基本波の位相の正弦値を出力し、
　前記位相制御手段は、前記位相差を算出するために、
　前記位相生成手段で生成された位相の正弦値を演算する正弦値演算手段と、
　前記フィルタ手段から出力される正弦値がゼロレベルを交差するタイミングを検出する
第１のゼロクロス検出手段と、
　前記正弦値演算手段で算出される正弦値がゼロレベルを交差するタイミングを検出する
第２のゼロクロス検出手段と、
　前記第１のゼロクロス検出手段の検出タイミングと前記第２のゼロクロス検出手段の検
出タイミングとのずれ時間を計時する計時手段と、
　前記計時手段で計時されたずれ時間に基づいて前記位相差を演算する位相差演算手段と
、
を有する、請求項１乃至６のいずれかに記載の位相検出装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【発明の名称】位相検出装置
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力系統の三相電圧信号の位相を検出する位相検出装置に関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　電力系統の三相電圧の一つをｖ＝Ａm・sin(ω・t)＝Ａm・sin(θ)（Ａm：振幅、θ：位
相、ω：角周波数、ｔ：基準時からの経過時間）とし、この三相電圧ｖをベクトル記号法
で表すと、電圧ベクトルＶは、Ｖ＝Ａm・exp(ｊ・θ)＝Ａm・exp(ｊ・ω・ｔ)で表される
。この電圧ベクトルＶは、図２３に示すように、基準時を実軸Ｒの方向として反時計回り
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に角周波数ωで回転する回転ベクトルを示し、時刻ｔにおける電圧ベクトルＶの虚軸Ｊへ
の投影値が三相電圧ｖの瞬時値となる。なお、以下の説明では、原則として電圧ベクトル
を示す符号は大文字で表記し、三相電圧の瞬時値を示す符号は小文字で表記する。
【０００３】
　従来、電力系統の三相電圧信号の位相を検出する方法としてＰＬＬ（Phase Locked Loo
p）法が知られている。ＰＬＬ法は、ＰＬＬ回路で算出される位相θ’を有する電圧ベク
トルＶ’をＡm・exp(j・θ')＝Ａm・exp(ｊ・ω'・ｔ)とすると、所定のサンプリング周
期で電圧ベクトルＶ’と電力系統の電圧ベクトルＶとの間の位相差Δθを算出し、その位
相差Δθに基づいて電圧ベクトルＶ’の位相θ’を変化させ、電圧ベクトルＶ’を電圧ベ
クトルＶに一致させるように位相θ’を制御する方式である。
【０００４】
　非特許文献１には、図２４に示す乗算式ＰＬＬ法を用いた位相検出装置の構成図が示さ
れている。乗算式ＰＬＬ法は、三角関数の公式より、
　　sin(Δθ)＝sin(θ－θ’)＝sin(θ)・cos(θ’)－cos(θ)・sin(θ’)…（１）
で、｜Δθ｜［rad］が微小であれば、sin(Δθ)≒Δθであることから、電圧ベクトルＶ
’の角周波数ω’を変化させるための位相差Δθを上記（１）式の演算処理により算出す
る方式である。
【０００５】
　図２４に示す位相検出装置１００では、電力系統の三相の電圧信号ｖu，ｖv，ｖwをｖu

＝Ａm・sin(θ)、ｖv＝Ａm・sin(θ－２π／３)、ｖw＝Ａm・sin(θ－４π／３)とすると
、三相二相変換部１０１で互いに直交する電圧信号ｖα＝Ａα・sin(θ)、ｖβ＝－Ａβ
・cos(θ)に変換し、正規化部１０２で電圧信号ｖα，ｖβの振幅をそれぞれ「１」に正
規化して上記（１）式内のsin(θ)と－cos(θ)の値を算出している。そして、ＰＬＬ処理
部１０３で上記（１）式の演算処理をして位相差Δθを算出し、その算出値に基づきＰＬ
Ｌ処理部１０３から出力される位相θ’を変化させている。
【０００６】
　位相検出装置１００では、電力系統の三相電圧信号ｖu，ｖv，ｖwの検出値（所定のサ
ンプリング周期で検出される瞬時値）が入力される毎に、位相差Δθを算出し、その位相
差Δθに基づいて位相θ’を変化させるとともに、その位相θ’をsin(θ－θ’)の演算
処理にフィードバックするループ処理を繰り返し、ＰＬＬ処理部１０３から出力される位
相θ’を位相差Δθがゼロとなる値、すなわち、実際の電力系統の電圧信号ｖu，ｖv，ｖ

wの位相θに収束させる動作が行われる。
【０００７】
　ＰＬＬ処理部１０３の位相θ’のフィードバック経路には余弦値演算部１０３ａと正弦
値演算部１０３ｂとが設けられ、余弦値演算部１０３ａで上記（１）式内のcos(θ’)が
演算され、正弦値演算部１０３ｂで上記（１）式内のsin(θ’)が演算される。余弦値演
算部１０３ａの演算値は乗算器１０３ｃで正規化部１０２からのsin(θ)に乗算され、正
弦値演算部１０３ｂの演算値は乗算器１０３ｄで正規化部１０２からの－cos(θ)に乗算
され、両乗算値が加算器１０３ｅで加算される。
【０００８】
　従って、位相検出装置１００では、三相二相変換部１０１からＰＬＬ処理部１０３の加
算器１０３ｅまでが上記（１）式の演算を行う演算部を構成し、加算器１０３ｅから後段
の部分が位相差Δθに基づきＰＬＬ処理部１０３で算出される位相θ’を変化させ、当該
位相θ’を電力系統の電圧ベクトルＶの位相θに収束させる演算部を構成している。
【０００９】
　図２４に示す乗算式ＰＬＬ法を用いた位相検出装置１００は、至近端で地落事故が発生
したり、位相が欠落したりした場合、異常な電圧不足や電圧不平衡が生じ、ＰＬＬ処理部
１０３に入力される三相の電圧信号ｖu，ｖv，ｖwも同様に異常電圧となるため、位相差
Δθの算出精度が低下し、これに伴い位相θ’を電力系統の位相θに収束させる速度も低
下するという問題がある。
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【００１０】
　そこで、非特許文献１や特許文献１には、電力系統の事故により電圧信号ｖu，ｖv，ｖ

wが不平衡になった場合でも各相の電圧信号ｖu，ｖv，ｖwは正相分が支配的であることに
着目し、図２５に示す、ＰＬＬ処理部１０３’から出力される位相θ’が電圧信号ｖu，
ｖv，ｖwの正相分の位相に追従するＰＬＬ法が提案されている。
【００１１】
　図２５に示す位相検出装置１００’は、図２４に示す位相検出装置１００に対して三相
二相変換部１０１を対称座標変換部１０４に変え、余弦値演算部１０３ａをsin(θ’＋２
π／３)の正弦値を演算する正弦値演算部１０３ａ’に変えたものである。
【００１２】
　対称座標変換部１０４では下記の演算式によりＵ相，Ｖ相，Ｗ相の電圧信号ｖu，ｖv，
ｖwが各相の正相分の電圧信号ｖup，ｖvp，ｖwpに変換され、正規化部１０２では各相の
正相分の電圧信号ｖup，ｖvp，ｖwpからそれぞれ正規化した電圧信号ｖup’＝sin(θ)，
ｖvp’＝sin(θ－２π／３)，ｖwp’＝sin(θ－４π／３)が算出される。
【００１３】
【数１】

【００１４】
　位相の異なる２つのsin(θ)，sin(θ＋ψ)と位相θ’を用いて位相差Δθ＝(θ－θ’)
を求める場合、
　　sin(θ)・sin(θ'＋ψ)＝sin(θ)・｛sin(θ')・cos(ψ)＋cos(θ')・sin(ψ)｝
　　sin(θ')・sin(θ＋ψ)＝sin(θ')・｛sin(θ)・cos(ψ)＋cos(θ)・sin(ψ)｝
の三角関数の公式より、　　sin(θ)・sin(θ'＋ψ)－sin(θ')・sin(θ＋ψ)
　　　　　　　　　　＝sin(ψ)・｛sin(θ)・cos(θ')－cos(θ)・sin(θ')｝
　　　　　　　　　　＝sin(ψ)・sin(θ－θ')…（２）
の関係式が成立し、（２）式よりsin(θ－θ')を求めることができる。
【００１５】
　図２５に示す位相検出装置１００'では、ψ＝－４π／３とし、正規化部１０２からＰ
ＬＬ処理部１０３’に電圧信号ｖup’＝sin(θ)，ｖwp’＝sin(θ－４π／３)を入力し、
正弦値演算部１０３ａ’で（２）式のsin(θ'＋ψ)＝sin(θ'－４π／３)＝sin(θ'＋２
π／３)を演算するようにしている。そして、乗算器１０３ｃでsin(θ)・sin(θ'＋ψ)＝
sin(θ)・sin(θ'＋２π／３)を演算するとともに、乗算器１０３ｄでsin(θ＋ψ)・sin(
θ')＝sin(θ－４π／３)・sin(θ')＝sin(θ＋２π／３)・sin(θ')を演算し、加算器１
０３ｅで両演算値の差分を演算してsin(－４π／３)・sin(θ－θ’)＝｛√（３）／２｝
・sin(θ－θ’)を算出している。
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【００１６】
　｜θ－θ'｜＝｜Δθ｜［rad］が微小であれば、｛√（３）／２｝・sin(θ－θ’)≒
０．８６６×Δθであるから、加算器１０３ｅからは位相差Δθの情報（０．８６６×Δ
θ）が出力される。従って、加算器１０３ｅの後段では加算器１０３ｅの演算結果に基づ
いて制御値Δω（Δθの微分値に相当）を生成し、その制御値Δωに所定の基準値ω0を
加算して角周波数に相当する値ω’を生成し、その角周波数ω’に積分処理を行って位相
θ’を算出している。
【００１７】
　図２３のベクトル図に示すように、電力系統の電圧ベクトルＶがＰＬＬ処理部１０３’
で生成される電圧ベクトルＶ’に対してΔθだけ進んだ場合、加算器１０３ｅの後段では
当該加算器１０３ｅの演算値に基づいて角周波数ω’がΔωだけ増加され、ＰＬＬ処理部
１０３’で生成される電圧ベクトルＶ’の角速度ω’を電力系統の電圧ベクトルＶの角速
度ωよりも高くして電圧ベクトルＶ’を電圧ベクトルＶに一致させるＰＬＬ動作が行われ
る。そして、電圧ベクトルＶ’が電圧ベクトルＶに一致すると、ＰＬＬ処理部１０３’は
その状態を維持するように動作し、位相検出装置１００’からは電力系統の電圧ベクトル
Ｖと同一の位相θが出力されることになる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１８】
【特許文献１】特開２０００－１１６１４８号公報
【非特許文献】
【００１９】
【非特許文献１】「電力系統事故時の異常電圧に対処したＰＬＬおよび周波数検出方式」
　電学論Ｂ，１１８巻９号，平成１０年
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２０】
　非特許文献１によれば、図２５に示される位相検出装置１００’は、電力系統の三相の
電圧信号ｖu，ｖv，ｖwの検出値に対して対称座標変換を行うことにより各相の正相分の
電圧信号ｖup，ｖvp，ｖwpを算出するようにしているので、不平衡成分や３次、５次、７
次の高調波成分が除去され、ＰＬＬ処理部１０３’の演算処理でこれらの成分の悪影響を
排除することはできるが、１１次や１３次の高調波成分は除去できないという特長がある
。
【００２１】
　従って、従来の乗算式ＰＬＬ法を用いた位相検出装置は、ＰＬＬの演算処理に悪影響を
与える不平衡成分や高調波成分を完全に排除することができず、精度の面で改善の余地が
ある。また、図２５に示す位相検出装置１００’では、三相の電圧信号ｖu，ｖv，ｖwに
対して対称座標変換処理を行うので、少なくとも各相の電圧信号ｖu，ｖv，ｖwの１／４
周期（周波数が６０Ｈｚの場合、約４ミリ秒）分のデータについて対称座標変換処理を必
要とするから、位相検出の処理速度の面でも不利である。
【００２２】
　本発明は、上記した事情のもとで考え出されたものであって、ＰＬＬ処理部の前段に複
素係数フィルタを用いたフィルタ回路を設けることによって不平衡成分や高調波成分及び
ノイズ成分を除去し、これらの影響を受けることなく高い精度で高速に位相を検出するこ
とができる位相検出装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２３】
　請求項１に記載の発明は、位相を生成する位相生成手段と、所定のサンプリング周期で
交流信号が入力される毎に、前記位相生成手段で生成された位相と入力される交流信号の
位相との位相差を算出し、その位相差がゼロでなければ、当該位相差に基づき前記位相生
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成手段で生成された位相を当該位相差が減少する方向に変更し、前記位相差がゼロであれ
ば前記位相生成手段で生成された位相を保持する制御を行う位相制御手段とを有する位相
同期手段を備えた位相検出装置において、前記位相同期手段の前段に、前記交流信号に含
まれる不平衡成分と高調波成分を除去する複素係数フィルタからなるフィルタ手段を備え
たことを特徴とする。
【００２４】
　好ましい実施の形態によれば、前記複素係数フィルタは、前記交流信号に含まれる基本
波を通過帯域の中心周波数とするバンドパスフィルタ若しくは前記不平衡成分と所定次数
の高調波成分を阻止するノッチフィルタ又は前記バンドパスフィルタと前記ノッチフィル
タを組み合わせた多段フィルタであるとよい（請求項２～４）。
【００２５】
　また、他の好ましい実施の形態によれば、前記交流信号は、電力系統を流れる単相の交
流電圧を検出した検出信号である（請求項５）。また、前記交流信号は、電力系統を流れ
る三相の交流電圧を検出した検出信号であり、前記フィルタ手段の前段に、前記三相の検
出信号を互いに直交する二つの信号に変換し、一方の信号を複素信号の実数部の信号とし
、他方の信号を前記複素信号の虚数部の信号として前記フィルタ手段に入力する三相二相
変換手段を更に備えるとよい（請求項６）。
【００２６】
　また、他の好ましい実施の形態によれば、前記フィルタ手段は、前記交流信号に含まれ
る基本波成分の位相の正弦値と余弦値とを出力し、前記位相制御手段は、前記位相差を算
出するために、前記位相生成手段で生成された位相の正弦値を演算する第１の正弦値演算
手段と、前記位相生成手段で生成された位相の余弦値を演算する余弦値演算手段と、前記
フィルタ手段から出力される正弦値及び余弦値と前記第１の正弦値演算手段で算出される
前記正弦値と前記余弦値演算手段で算出される前記余弦値とを用いて、所定の三角関数の
乗算式で表わされる前記位相差の正弦値を演算する第２の正弦値演算手段と、を有する（
請求項７）。
【００２７】
　なお、請求項７に記載の位相検出装置において、前記三角関数の乗算式は、
　　　sin(θ)・cos(θ')－cos(θ)・sin(θ')＝sin(θ－θ')
　　　但し、　　 θ：前記交流信号に含まれる基本波成分の位相
　　　　　　　　θ’：前記位相生成手段で生成される位相
　　　　　　sin(θ)：前記フィルタ手段から出力される正弦値
　　　　　　cos(θ)：前記フィルタ手段から出力される余弦値
　　　　 －sin(θ')：前記第１の正弦値演算手段で算出される正弦値
　　　　　 cos(θ')：前記余弦値演算手段で算出される余弦値
である（請求項８）。
【００２８】
　また、他の好ましい実施の形態によれば、前記フィルタ手段は、前記交流信号に含まれ
る基本波成分の位相の正弦値を出力し、前記位相制御手段は、前記位相差を算出するため
に、前記位相生成手段で生成された位相の正弦値を演算する正弦値演算手段と、前記フィ
ルタ手段から出力される正弦値がゼロレベルを交差するタイミングを検出する第１のゼロ
クロス検出手段と、前記正弦値演算手段で算出される正弦値がゼロレベルを交差するタイ
ミングを検出する第２のゼロクロス検出手段と、前記第１のゼロクロス検出手段の検出タ
イミングと前記第２のゼロクロス検出手段の検出タイミングとのずれ時間を計時する計時
手段と、前記計時手段で計時されたずれ時間に基づいて前記位相差を演算する位相差演算
手段と、を有する（請求項９）。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明によれば、所定のサンプリング周期で入力される交流信号に不平衡成分や高調波
成分が含まれている場合、それらの成分が複素係数フィルタによって除去されるので、位
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相同期手段には、交流信号の基本波だけが入力される。従って、位相同期手段では位相生
成手段で生成される位相を位相制御手段によるＰＬＬ処理により、入力される交流信号の
基本波の位相に正確かつ迅速に一致させることができる。
【００３０】
　本発明に係る位相検出装置を、例えば、系統周波数ｆs（例えば、６０Ｈｚ）の電力系
統の電圧信号の位相を検出する装置に適用した場合、電力系統の電圧信号を検出した信号
には、系統周波数ｆsの基本波以外に不平衡成分（－ｆsの周波数成分）や高調波成分（主
として－５×ｆs、＋７×ｆs、－１１×ｆsの高調波成分）が含まれるが、例えば、系統
周波数ｆsを中心周波数とする帯域通過型の複素係数フィルタ（Band Pass Filter）によ
って不平衡成分や高調波成分は除去され、位相同期手段には基本波と同位相の同相信号と
、基本波と位相がπ／２だけ異なる矩相信号だけが入力される。例えば、基本波成分をco
s(θ)（θは基本波の位相）とすると、位相同期手段にはcos(θ)で表わされる同相信号と
sin(θ)で表わされる矩相信号の瞬時値が入力される。
【００３１】
　位相同期手段では、位相制御手段で前回の信号入力時に位相生成手段で生成された位相
θ’に対して－sin(θ’)で表わされる正弦値とcos(θ’)で表わされる余弦値が演算され
、更にこれらの演算値とフィルタ手段から出力されるsin(θ)で表わされる正弦値とcos(
θ)で表される余弦値を用いて、例えば、sin(θ)・cos(θ’)－cos(θ)・sin(θ’)＝sin
(θ－θ’)で表わされる三角関数の乗算式の演算処理が行われる。｜Δθ｜＝｜θ－θ’
｜が微小であれば、sin(θ－θ’)≒θ－θ’＝Δθであるから、位相制御手段によって
、乗算結果の位相差Δθをループフィルタに通して制御値Δω（角周波数に相当）が求め
られ、更にその制御値Δωを基準値ω0に加算した後、積分処理が行われて位相θ'の更新
が行われる。この更新処理により、Δθ≠０であれば、Δθが減少するように位相θ'が
更新され、Δθ＝０になると、その位相θ'が保持される。
【００３２】
　従って、電力系統の電圧信号に系統周波数ｆsの基本波以外に不平衡成分や高調波成分
が含まれていても、それらの成分が位相同期手段のＰＬＬ演算処理に影響を与えることが
なく、電力系統の電圧信号の位相θを高速かつ正確に算出することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】本発明に係る位相検出装置が適用される系統連系インバータの基本構成を示す図
である。
【図２】系統連系インバータから出力される電圧ベクトルを説明するための図である。
【図３】本発明に係る位相検出装置のブロック構成の一例を示す図である。
【図４】三相二相変換部の演算回路を示すブロック図である。
【図５】複素係数バンドパスフィルタを用いた複素係数フィルタ部の周波数特性を示す図
である。
【図６】正の周波数を有する対称三相電圧ベクトルと負の周波数を有する対称三相電圧ベ
クトルを示す図である。
【図７】複素係数バンドパスフィルタを用いた複素係数フィルタ部の演算処理を示すブロ
ック図である。
【図８】複素係数バンドパスフィルタを用いた複素係数フィルタ部の複素演算処理を行う
回路構成を示す図である。
【図９】位相差演算部の演算処理を行う回路構成を示す図である。
【図１０】他の位相差演算部の回路構成を示す図である。
【図１１】図１０に示す位相差演算部における位相差の演算処理を説明するための波形図
である。
【図１２】複素係数フィルタ部を複素係数バンドパスフィルタとし、位相差演算部を三角
関数の乗算式で位相差を算出する方式とした位相検出装置の位相検出の応答特性（位相検
出装置から出力される位相を有する電圧ベクトルの周波数の変動状態）をシミュレーショ



(8) JP 2011-229361 A5 2014.1.9

ンした結果を示す図である。
【図１３】図１２に示すシミュレーション結果のシミュレーション開始から０．３秒後に
おける位相検出装置から出力される位相を有する電圧ベクトルの周波数の変動状態を拡大
した図である。
【図１４】複素係数ノッチフィルタを用いた複素係数フィルタ部の周波数特性を示す図で
ある。
【図１５】複素係数ノッチフィルタを用いた複素係数フィルタ部の演算処理を示すブロッ
ク図である。
【図１６】複素係数ノッチフィルタを用いた複素係数フィルタ部の複素演算処理を行う回
路構成を示す図である。
【図１７】複素係数フィルタ部に設けられる複素係数ノッチフィルタの多段構成を示す図
である。
【図１８】複素係数フィルタ部を複素係数ノッチフィルタとし、位相差演算部を三角関数
の乗算式で位相差を算出する方式とした位相検出装置の位相検出の応答特性（位相検出装
置から出力される位相を有する電圧ベクトルの周波数の変動状態）をシミュレーションし
た結果を示す図である。
【図１９】図１８に示すシミュレーション結果のシミュレーション開始から０．３秒後に
おける位相検出装置から出力される位相を有する電圧ベクトルの周波数の変動状態を拡大
した図である。
【図２０】複素係数フィルタ部を複素係数ノッチフィルタとし、位相差演算部を直接、位
相差をカウントする方式とした位相検出装置の位相検出の応答特性（位相検出装置から出
力される位相を有する電圧ベクトルの周波数の変動状態）をシミュレーションした結果を
示す図である。
【図２１】図２０に示すシミュレーション結果のシミュレーション開始から４．９秒後に
おける位相検出装置から出力される位相を有する電圧ベクトルの周波数の変動状態を拡大
した図である。
【図２２】単相の系統連系インバータに適用される位相検出装置のブロック構成を示す図
である。
【図２３】ＰＬＬ法による位相検出の原理を説明するためのベクトル図である。
【図２４】従来の乗算式ＰＬＬ法を用いた位相検出装置の構成図である。
【図２５】従来の乗算式ＰＬＬ法を用いた他の位相検出装置の構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　以下、本発明の実施の形態を、本発明に係る位相検出装置を系統連系インバータに適用
した場合を例に、添付図面を参照して具体的に説明する。なお、以下の説明では、説明の
便宜上、電力系統の三相の電圧信号ｖu，ｖv，ｖwの基本波成分をｖu＝Ａm・cos(θ)（Ａ

m：振幅、θ：系統電圧の位相）、ｖv＝Ａm・cos(θ－２π／３)、ｖw＝Ａm・cos(θ－４
π／３)として説明する。
【００３５】
　まず、系統連系インバータについて、図１を用いて説明する。図１は、本発明に係る位
相検出装置が適用される系統連系インバータの基本構成を示す図である。
【００３６】
　図１に示す系統連系インバータ１は、直流電力を交流電力に変換して商用電力系統に供
給する三相の系統連系インバータである。
【００３７】
　系統連系インバータ１は、直流電力を出力する直流電源２、直流電源２から出力される
直流電力を交流電力に変換するインバータ回路３、このインバータ回路３内のスイッチン
グ素子ＴＲ１～ＴＲ６のオン・オフ動作を制御するインバータ制御部４、インバータ回路
３から出力される交流電圧に含まれるスイッチングノイズを除去するフィルタ回路５、フ
ィルタ回路５から出力される交流電圧のレベルを系統電圧に合わせて電力系統９に出力す
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るための変圧器６、変圧器６から電力系統９に出力される出力電流を検出する電流検出器
７及び電力系統９の電圧を検出する電圧検出器８を備える。
【００３８】
　直流電源２は、太陽光エネルギーを電気エネルギーに変換する太陽電池２１１で構成さ
れる。なお、燃料電池などの他の直流電源で構成されていてもよい。インバータ回路３は
、６個のスイッチング素子ＴＲ１～ＴＲ６をブリッジ接続した、周知の電圧制御型インバ
ータ回路で構成される。スイッチング素子としては、例えば、バイポーラトランジスタ、
電界効果型トランジスタ、サイリスタ、ＩＧＢＴ（Insulated Gate Bipolar Transistor
）等の半導体スイッチング素子が用いられるが、図１は、トランジスタを用いた例である
。各トランジスタＴＲ１～ＴＲ６には帰還ダイオードＤ１～Ｄ６が並列に接続されている
。
【００３９】
　６個のトランジスタＴＲ１～ＴＲ６は、インバータ制御部４から出力されるＰＷＭ信号
によってそれぞれオン・オフ動作が制御される。インバータ制御部４からは相互にレベル
が逆になっている２つのＰＷＭ信号Ｓpwm，／Ｓpwmを１組として、周期は同一でオン期間
（パルス幅）の異なる３組のＰＷＭ信号（Ｓpwmi，／Ｓpwmi）（ｉは組の番号を示し、ｉ
＝１，２，３である。）が出力される。第１の組のＰＷＭ信号（Ｓpwm1，／Ｓpwm1）はト
ランジスタＴＲ１とトランジスタＴＲ２のベースに入力され、第２の組のＰＷＭ信号（Ｓ
pwm2，／Ｓpwm2）はトランジスタＴＲ３とトランジスタＴＲ４のベースに入力され、第３
の組のＰＷＭ信号（Ｓpwm3，／Ｓpwm3）はトランジスタＴＲ５とトランジスタＴＲ６のベ
ースに入力される。トランジスタＴＲ１～ＴＲ６はＰＷＭ信号Ｓpwmi，／Ｓpwmiがハイレ
ベルのときにオン（ＯＮ）状態（導通状態）となり、ローレベルのときにオフ（ＯＦＦ）
状態（遮断状態）となる。
【００４０】
　インバータ制御部４は、マイクロコンピュータによって構成され、そのマイクロコンピ
ュータが予め設定されたプログラムによって所定の演算処理を実行することにより３組の
ＰＷＭ信号（Ｓpwmi，／Ｓpwmi）（ｉ＝１，２，３）を生成する制御を行う。なお、イン
バータ制御部４をＦＰＧＡ（Field Programmable Gate Array）で実現することも可能で
ある。
【００４１】
　フィルタ回路５は、等価的にインバータ回路３の３本の出力ラインにそれぞれインダク
タＬFを直列に接続し、３個の出力ライン間にキャパシタＣFを並列に接続した回路構成の
ローパスフィルタである。インバータ回路３内の接続点ａ～ｃからは階段状にレベルが変
化する波形の三相の電圧信号ｖa’，ｖb’，ｖc’が出力される。電圧信号ｖa’，ｖb’
，ｖc’にはＰＷＭ信号Ｓpwmi，／ＳpwmiによるトランジスタＴＲ１～ＴＲ６のスイッチ
ングノイズが含まれるが、フィルタ回路５を通すことによって、そのスイッチングノイズ
が除去され、正弦波状の波形の電圧信号ｖa，ｖb，ｖcが出力される。フィルタ回路５か
ら出力される三相の電圧信号（相電圧信号）ｖa，ｖb，ｖcは、変圧器６によってその振
幅が系統電圧とほぼ同一のレベルに調整されて電力系統９に出力される。
【００４２】
　インバータ制御部４は、例えば、系統連系インバータ１から電力系統９のＵ相に出力さ
せる電圧信号ｖaの場合、図２に示すように、電力系統９のＵ相の電圧ベクトルと同一の
電圧ベクトルＶarと電圧ベクトルＶaLとを合成した電圧ベクトルＶaを生成する制御を行
。
【００４３】
　電圧ベクトルＶaLは、系統連系インバータ１から電力系統９に電流ＩaLを流したとき（
電力を供給したとき）に、系統連系インバータ１と電力系統９との間の負荷Ｌaに生じる
電圧降下分の電圧ベクトルである。負荷Ｌaは厳密には抵抗分を含んでいるが、その値は
リアクタンス分に比べて小さいので、図２では抵抗分を無視し、負荷Ｌaをインダクタン
ス回路として記載している。電圧ベクトルＶarは系統連系インバータ１を電力系統９に連
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系させるための電圧ベクトルである。負荷Ｌaはインダクタンスであるから、力率１の運
転をするために電圧ベクトルＶaLの位相は、電圧ベクトルＶarに対してほぼπ／２だけ進
めている。
【００４４】
　インバータ制御部４は、最大電力点追従制御により電力系統９に供給する電流ＩaL，Ｉ

bL，ＩcLを制御することで、系統連系インバータ１から電力系統９のＵ，Ｖ，Ｗの各相に
出力される電圧信号ｖa，ｖb，ｖc（電圧ベクトルＶaLに対応する電圧信号）を制御する
。なお、インバータ制御部４は、電圧検出器２１２から入力される太陽電池２１１の出力
電圧Ｖdcによって太陽電池２１１の最大電力点を監視するとともに、変圧器６の出力ライ
ンに設けられた電流検出器７から入力されるＵ，Ｖ，Ｗの各相の出力電流ＩaL，ＩbL，Ｉ

cLを監視し、電流マイナーループによって各相の出力電流ＩaL，ＩbL，ＩcLが最大電力点
追従制御で設定される目標値となるように制御する。
【００４５】
　また、インバータ制御部４は、変圧器６の出力ライン間に設けられた電圧検出器８から
入力される電力系統９のＵ，Ｖ，Ｗの各相の電圧信号ｖu，ｖv，ｖwを用いて電力系統９
の電圧信号の基本波成分の振幅Ａmと位相θ（電圧ベクトルＶarの振幅と位相に相当）を
算出する。この位相θを算出するために、インバータ制御部４には本発明に係る位相検出
装置１０（図３参照）が設けられる。位相検出装置１０は、後述するようにデジタル演算
処理によって位相θを算出するから、インバータ制御部４にはマイクロコンピュータに実
行させる位相算出プログラムとして搭載される。
【００４６】
　インバータ制御部４は、電流マイナーループで算出される電流ＩaLの制御値に基づき電
圧ベクトルＶaLの振幅ＡLを算出し、この振幅ＡLと電力系統９の電圧信号の基本波成分の
振幅Ａm及び位相θとを用いて系統連系インバータ１から出力させるＵ相の電圧信号ｖaの
目標値を算出する。また、インバータ制御部４は、同様の方法で、Ｖ相，Ｗ相の電圧信号
ｖb，ｖcの目標値を算出する。
【００４７】
　そして、インバータ制御部４は、電圧信号ｖaに基づいてＰＷＭ信号Ｓpwm1，／Ｓpwm1
を生成し、電圧信号ｖbに基づいてＰＷＭ信号Ｓpwm2，／Ｓpwm2を生成し、電圧信号ｖcに
基づいてＰＷＭ信号Ｓpwm3，／Ｓpwm3を生成する。
【００４８】
　次に、インバータ制御部４に設けられる位相検出装置について説明する。図３は、本発
明に係る位相検出装置のブロック構成を示す図である。
【００４９】
　図３に示す位相検出装置１０は、電力系統９の三相の電圧信号（相電圧信号）ｖu，ｖv

，ｖwを検出した信号に含まれる不平衡成分や高調波成分を除去し、正規化した電圧信号
の基本波成分（正弦波信号）とその基本波成分に直交する信号（余弦波信号）を算出する
基本波直交成分算出部１０Ａと、基本波直交成分算出部１０Ａから出力される正弦波信号
（瞬時値）及び余弦波信号（瞬時値）と位相検出装置１０から出力される位相とを用いて
ＰＬＬ演算処理により電力系統９の電圧信号の位相(θ)を出力するＰＬＬ処理部１０Ｂと
、を有している。
【００５０】
　基本波直交成分算出部１０Ａは、電圧検出器８から入力される三相の電圧信号ｖu，ｖv

，ｖw（所定のサンプリング周期で入力される瞬時値）を互いに直交する２相（α相とβ
相）の電圧信号ｖα，ｖβに変換する三相／二相変換部１１と、三相／二相変換部１１か
ら出力される電圧信号ｖα，ｖβに含まれる不平衡成分と所定次数の高調波成分を除去す
る複素係数フィルタを用いた複素係数フィルタ部１２と、複素係数フィルタ部１２から出
力される電圧信号ｖr，ｖjを正規化する正規化部１３と、を含む。なお、複素係数フィル
タ部１２のゲインを調整することにより正規化部１３を省略することができる。
【００５１】
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　三相／二相変換部１１は、電圧検出器８から入力される三相の電圧信号ｖu，ｖv，ｖw

を下記の（３）式、（４）式の演算を行うことにより互いに直交する電圧信号ｖα，ｖβ
に変換する。
【００５２】
【数２】

【００５３】
　図４は、三相二相変換部１１の演算回路を示すブロック図である。同図に示すように、
三相二相変換部１１は、５個の乗算器１１ａ～１１ｅと２個の加算器１１ｆ，１１ｇで構
成される。乗算器１１ａ，１１ｂ，１１ｄは、それぞれ（３）式の各項を演算する演算器
であり、乗算器１１ｃ，１１ｅは、それぞれ（４）式の各項を演算する演算器である。ま
た、加算器１１ｆは（３）式の各項を加算する演算器であり、加算器１１ｇは（４）式の
各項を加算する演算器である。
【００５４】
　電圧検出器８で検出される三相の電圧信号ｖu，ｖv，ｖwは、一般に、基本波成分以外
に不平衡成分や３次、５次、７次、１１次などの奇数次の高調波成分（図５の周波数成分
参照）が含まれる不平衡三相信号である。従って、三相二相変換部１１からはこれらの成
分についても三相二相変換した電圧信号が出力される。
【００５５】
　電圧信号ｖu，ｖv，ｖwの基本波成分ｖsu，ｖsv，ｖswを、
　　　ｖsu＝Ａsm・cos(ωs・t)
　　　ｖsv＝Ａsm・cos(ωs・t－2π/3)
　　　ｖsw＝Ａsm・cos(ωs・t－4π/3)
　　　但し、Ａsm：基本波成分の振幅、ωs：系統電圧の角周波数、ωs＝２π・ｆsとす
ると、基本波成分の電圧ベクトルＶsu，Ｖsv，Ｖswは、Ｖs＝Ａsm・exp(ｊ・ωs・ｔ)、
ａ＝exp(ｊ・２π/３)として、
　　　Ｖsu＝Ｖs　……………………（３Ａ）
　　　Ｖsv＝exp(-j・2π/3)・Ｖs

　　　　　＝ａ‐1・Ｖs＝ａ2・Ｖs　…（３Ｂ）
　　　Ｖsw＝exp(-j・4π/3)・Ｖs

　　　　　＝ａ-2・Ｖs＝ａ・Ｖs　　…（３Ｃ）
で表わされる。
【００５６】
　また、不平衡成分ｖsu’，ｖsv’，ｖsw’は、
　　　ｖsu’＝Ａsm’・cos(ωs・t)
　　　ｖsv’＝Ａsm’・cos(ωs・t－4π/3)
　　　ｖsw’＝Ａsm’・cos(ωs・t－2π/3)
　　　但し、Ａsm’：不平衡成分の振幅、
で表わされ、不平衡成分の電圧ベクトルＶsu’，Ｖsv’，Ｖsw’は、Ｖs’＝Ａsm’・exp
(ｊ・ωs・ｔ)として、
　　　Ｖsu’＝Ｖs’　　　　　………（４Ａ）
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　　　Ｖsv’＝exp(-j・4π/3)・Ｖs’
　　　　　　＝ａ-2・Ｖs’＝ａ・Ｖs’　…（４Ｂ）
　　　Ｖsw’＝exp(-j・2π/3)・Ｖs’
　　　　　　＝ａ-1・Ｖs’＝ａ2・Ｖs’　…（４Ｃ）
で表わされる。
【００５７】
　基本波成分の電圧ベクトルＶsu，Ｖsv，Ｖswは、図６（ａ）に示すように、Ｕ，Ｖ，Ｗ
の各相の電圧ベクトルＶsu，Ｖsv，Ｖswが反時計回り（左回り）にＵ，Ｗ，Ｖの相順で均
等に配置され、角周波数ωs＝θ／ｔで反時計回りに回転するベクトルである。一方、不
平衡成分は、Ｕ相に対するＶ相とＷ相の位相差が基本波成分のＵ相に対するＶ相とＷ相の
位相差と逆になっているから、不平衡成分の相順は基本波成分の相順に対して逆になって
いる。従って、不平衡成分の電圧ベクトルＶsu’，Ｖsv’，Ｖsw’は、図６（ｂ）に示す
ように、Ｕ，Ｖ，Ｗの各相の電圧ベクトルＶsu’，Ｖsv’，Ｖsw’が時計回りにＵ，Ｗ，
Ｖの相順で均等に配置され、角周波数ωs＝θ／ｔで反時計回りに回転するベクトルとな
っている。
【００５８】
　（３Ａ）式～（３Ｃ）式で表わされる基本波成分の電圧ベクトルＶsu，Ｖsv，Ｖswを（
３）式と（４）式に代入すると、電圧ベクトルＶsα，Ｖsβは、
【数３】

となる。
【００５９】
　基本波成分の二相電圧信号ｖsα，ｖsβは、電圧ベクトルＶsα，Ｖsβの実軸上への投
影値で与えられるから、三相／二相変換部１１から出力される基本波成分の二相電圧信号
ｖsα，ｖsβは、
　　　ｖsα＝√(3/2)・Ａsm・cos(ωs・ｔ) …（７）
　　　ｖsβ＝√(3/2)・Ａsm・sin(ωs・ｔ) …（８）
となる。
【００６０】
　同様に、（４Ａ）式～（４Ｃ）式を（５）式と（６）式に代入すると、電圧ベクトルＶ

sα’，Ｖsβ’は、Ｖsα’＝√（３／２）・Ｖs’、Ｖsβ’＝ｊ・√（３／２）・Ｖs’
となるから、三相／二相変換部１１から出力される不平衡成分の相電圧信号ｖsα’，ｖs

β’は、
　　　ｖsα’＝√(3/2)・Ａsm’・cos(ωs・ｔ) …（９）
　　　ｖsβ’＝－√(3/2)・Ａsm’・sin(ωs・ｔ) …（１０）
となる。また、cos(ωs・ｔ)＝cos(－ωs・ｔ)、sin(ωs・ｔ)＝－sin(－ωs・ｔ)である
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から、これらを（９）式、（１０）式に代入すると、
　　　ｖsα’＝√(3/2)・Ａsm’・cos(－ωs・ｔ) …（９’）
　　　ｖsβ’＝√(3/2)・Ａsm’・sin(－ωs・ｔ) …（１０’）
となる。
【００６１】
　（９’）式及び（１０’）式と（７）式及び（８）式を比較すると、基本波成分の角周
波数が「ωs」であるのに対し、不平衡成分の角周波数が「－ωs」である点が相違する。
すなわち、三相／二相変換部１１から出力される基本波成分の二相電圧信号ｖsα，ｖsβ
の周波数を「正の周波数」とすると、不平衡成分の二相電圧信号ｖsα’，ｖsβ’は、三
相／二相変換部１１から「負の周波数」で出力されるということができる。
【００６２】
　図５において、基本波成分を正の周波数領域の周波数「ｆs」の位置に表示し、不平衡
成分の周波数を「－ｆs」として不平衡成分を負の周波数領域の周波数「－ｆs」の位置に
表示しているのは上記の周波数の関係を示している。なお、図５には、位相検出に影響の
ある５次、７次、１１次の高調波成分のみを描いている。３の整数倍の高調波成分は線間
電圧には表れず、相電圧でもΔ結線のトランスで除去され、１１次よりも大きい奇数次の
高調波成分はレベルが小さく、無視し得るからである。
【００６３】
　不平衡成分が負の周波数になるのは、不平衡成分の相順が基本波成分の相順に対して逆
になるからであるから、基本波成分の周波数ｆsをｎ倍（ｎ：２以上の整数）したｎ次高
調波成分についても同様で、ｎ次高調波成分の相順が基本波成分と同一になる場合は、そ
の周波数ｆns（添え字ｎは次数）は正の周波数となり、ｎ次高調波成分の相順が基本波成
分と逆になる場合は、その周波数ｆnsは負の周波数となる。
【００６４】
　５次、７次、１１次の高調波成分は、Ｕ，Ｖ，Ｗの各相の電圧ベクトルをＶnu，Ｖnv，
Ｖnw（添え字のｎは次数）と表記し、電圧ベクトルＶnをＶn＝Ａnm・exp(ｊ・ｎ・ωs・
ｔ)（Ａnm：ｎ次高調波成分の振幅）とすると、
　　　Ｖnu＝Ｖn

　　　Ｖnv＝Ｖn・exp(-j・2nπ/3)
　　　Ｖnw＝Ｖn・exp（-j・4nπ/3）
　　　但し、ｎ＝５，７，１１
で表わされる。exp(－ｊ・２ｎπ／３)＝｛exp(－ｊ・２π／３)｝n＝ａ2n、exp(－ｊ・
４ｎπ／３)＝｛exp(－ｊ・４π／３)｝n＝ａnであるから、電圧ベクトルＶnu，Ｖnv，Ｖ

nwは、
　　　Ｖnu＝Ｖn

　　　Ｖnv＝ａ2n・Ｖn

　　　Ｖnw＝ａn・Ｖn

と表わされる。
【００６５】
５次高調波成分の電圧ベクトルＶ5u，Ｖ5V，Ｖ5wと１１次高調波成分の電圧ベクトルＶ11

u，Ｖ11V，Ｖ11wは、
　　　（Ｖ5u，Ｖ5V，Ｖ5w）＝（Ｖ5，ａ10・Ｖ5，ａ5・Ｖ5）
　　　　　　　　　　　　　　＝（Ｖ5，ａ・Ｖ5，ａ2・Ｖ5）
　　　（Ｖ11u，Ｖ11V，Ｖ11w）＝（Ｖ11，ａ22・Ｖ11，ａ11・Ｖ11）
　　　　　　　　　　　　　　　　＝（Ｖ11，ａ・Ｖ11，ａ2・Ｖ11）
となり、Ｕ，Ｖ，Ｗの相順は基本波成分に対して逆になるので、５次高調波成分及び１１
次高調波成分の周波数は負の周波数となる。
【００６６】
　一方、７次高調波成分の電圧ベクトルＶ7u，Ｖ7V，Ｖ7wは、
　　　（Ｖ7u，Ｖ7V，Ｖ7w）＝（Ｖ7，ａ14・Ｖ7，ａ7・Ｖ7）
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　　　　　　　　　　　　　　＝（Ｖ7，ａ2・Ｖ7，ａ・Ｖ7）
となり、Ｕ，Ｖ，Ｗの相順は基本波成分に対して同じになるので、７次高調波成分の周波
数は正の周波数となる。
【００６７】
　従って、図５では、５次高調波成分と１１次高調波成分は、負の周波数領域の周波数「
－５ｆs」と「－１１ｆs」の位置にそれぞれ表示され、７次高調波成分は正の周波数領域
の周波数「７ｆs」の位置に表示されている。
【００６８】
　また、５次高調波成分を三相二相変換した電圧信号（ｖ5α，ｖ5β）は、不平衡成分を
三相二相変換した電圧信号（ｖsα’，ｖsβ’）の周波数を５倍したものとなり、１１次
高調波成分を三相二相変換した電圧信号（ｖ11α，ｖ11β）は、同電圧信号（ｖsα’，
ｖsβ’）の周波数を１１倍したものとなり、７次高調波成分を三相二相変換した電圧信
号（ｖ7α，ｖ7β）は、基本波成分を三相二相変換した電圧信号（ｖsα，ｖsβ）の周波
数を７倍したものとなるから、
　　　ｖ5α＝√(3/2)・Ａ5m・cos(－５ωs・ｔ) …（１１）
　　　ｖ5β＝√(3/2)・Ａ5m・sin(－５ωs・ｔ) …（１２）
　　　ｖ7α＝√(3/2)・Ａ7m・cos(７ωs・ｔ) …（１３）
　　　ｖ7β＝√(3/2)・Ａ7m・sin(７ωs・ｔ) …（１４）
　　　ｖ11α＝√(3/2)・Ａ11m・cos(－１１ωs・ｔ) …（１５）
　　　ｖ11β＝√(3/2)・Ａ11m・sin(－１１ωs・ｔ) …（１６）
で表わされる。
【００６９】
　従って、三相／二相変換部１１から複素係数フィルタ部１２には、（７）式～（１６）
式で表わされる基本波成分、不平衡成分及び５次、７次、１１次の高調波成分の二相電圧
信号（ｖsα，ｖsβ），（ｖsα’，ｖsβ’），（ｖnα，ｖnβ）（ｎ＝５，７，１１）
を含む二相電圧信号（ｖα，ｖβ）が出力される。
【００７０】
　複素係数フィルタ部１２は、ｚ変換表現による伝達関数Ｈ（ｚ）が下記の（１７）式で
表される１次のＩＩＲフィルタからなる複素係数バンドパスフィルタ（ＢＰＦ）で構成さ
れる。（１７）式において、複素係数ａ1におけるｆd［Ｈｚ］は、通過帯域の中心周波数
ｆ0をサンプリングレートで正規化した正規化周波数、Ωd［rad／s］は正規化角周波数で
ある。例えば、中心周波数ｆ0を系統周波数ｆsに設定し、サンプリング周波数を「ｆsr」
とすると、ｆdはｆs／ｆsr、Ωdは２π・ｆd＝２π・(ｆs／ｆsr)となる。なお、正規化
した角周波数Ωdは、－π＜Ωd＜πである。また、ｒは、通過帯域の帯域幅を決めるパラ
メータ（０＜ｒ＜１）である。
【００７１】
【数４】

【００７２】
　図７は、上記（１７）式の演算処理を行う処理回路を示すブロック図である。同図に示
すように、複素係数フィルタ部１２は、（１７）式の分母の演算処理がフィードバック回
路で構成され、そのフィードバック回路の出力に分子の係数ｂ0を乗算する回路によって
構成される。
【００７３】
　図７に示すブロック図において、ｕ[ｋ]（ｋ：離散時間を表すインデックス番号）は入
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力データ、ｘ[k]は複素係数フィルタ部１２の状態データ、ｙ[k]は複素係数フィルタ部１
２の出力データである。入力データｕ[k]、状態データｘ[k]及び出力データｙ[k]の間に
は、
　　ｘ[k]＝ｒ・exp（ｊ・Ωd）・ｘ[k-1]＋ｕ[k] …（１８）
　　ｙ[k]＝（１－ｒ）・ｘ[k] …（１９）
が成立する。
【００７４】
　複素係数フィルタ部１２は複素係数フィルタで構成されるので、入力データｕ[k]が複
素データか実データ（複素データの虚数部が「０」のデータ）かに関わらず、状態データ
ｘ[k]及び出力データｙ[k]が複素信号のデータとなる。従って、入力データｕ[k]、状態
データｘ[k]及び出力データｙ[k]をそれぞれｕ[k]＝ｕr[k]＋ｊ・ｕj[k]、ｘ[k]＝ｘr[k]
＋ｊ・ｘj[k]、ｙ[k]＝ｙr[k]＋ｊ・ｙj[k]、複素係数ａ1をａ1＝ｒ・exp（ｊ・Ωd）＝
ｒ・cos(Ωd)＋j・｛ｒ・sin(Ωd)｝として（１８）式と（１９）式に代入し、実数部と
虚数部の関係式に分けると、
　　ｘr[k]＝ｒ・cos(Ωd)・ｘr[k-1]－ｒ・sin(Ωd)・ｘj[k-1]＋ｕr[k] …（２０）
　　ｘj[k]＝ｒ・cos(Ωd)・ｘj[k-1]＋ｒ・sin(Ωd)・ｘr[k-1]＋ｕj[k] …（２１）
　　ｙr[k]＝（１－ｒ）・ｘr[k] …（２２）
　　ｙj[k]＝（１－ｒ）・ｘj[k] …（２３）
となる。
【００７５】
　バンドパスフィルタを実係数の２次ＩＩＲフィルタで構成した場合、その２次ＩＩＲフ
ィルタの伝達関数Ｈ(ｚ)（ｚ＝exp（j・ω））は、
　　　Ｈ(ｚ)＝(1-r2+2(r-1)・r・cos(Ωd)・z-1)/(1-2r・cos(Ωd)・z-1+ r2・z-2)
で表わされる。この伝達関数Ｈ(ｚ)の振幅特性Ｍ(ω)を求めると、(１-２ｒ・cos(Ωd±
ω)＋ｒ2)＝０を満たすωで極が表れるから、２次ＩＩＲフィルタはその極の周波数を通
過させる特性を有する。ｒ≒１とすると、cos(Ωd±ω)≒１より、２次ＩＩＲフィルタを
通過させる正規化周波数ｆdはｆd＝±Ωd／２πとなり、正規化角周波数Ωdを基本波成分
の角周波数に設定した実係数の２次ＩＩＲフィルタでは、不平衡成分も通過させることに
なる。
【００７６】
　実係数の２次ＩＩＲフィルタに対し、（１７）式に示す伝達関数Ｈ（ｚ）の振幅特性Ｍ
(ω)求めると、Ｍ(ω)＝（１－ｒ）／√｛１－２ｒ・cos(Ωd－ω)＋ｒ2｝となり、(１－
２ｒ・cos(Ωd－ω)＋ｒ2)＝０を満たすωだけに極が表れるから、正規化角周波数Ωdを
基本波成分の角周波数に設定した複素係数の１次ＩＩＲフィルタでは、基本波成分だけを
通過させ、不平衡成分や高調波成分を通過させることはない。従って、複素係数フィルタ
部１２は、図５に示す周波数特性を有することになるから、中心周波数ｆ0を系統周波数
ｆsに設定することにより、複素係数フィルタ部１２によって電圧信号ｖα，ｖβに含ま
れる不平衡成分と高調波成分（（９）式～（１６）式に示す成分）を好適に除去すること
ができる。
【００７７】
　図８は、（２０）式～（２３）式に基づき複素係数フィルタ部１２の複素演算処理を行
う回路構成を示す図である。同図において、係数ａrと係数ａjはそれぞれ複素係数ａ1＝
ｒ・ｅjΩdの実数部と虚数部であり、ａr＝ｒ・cos(Ωd)、ａj＝ｒ・sin(Ωd)である。
【００７８】
　同図に示すように、複素係数フィルタ部１２は、６個の乗算器１２ａ～１２ｆと、２個
の加算器１２ｇ，１２ｈと、２個の遅延回路１２ｉ，１２ｊで構成される。遅延回路１２
ｉは、状態データの実数部ｘr[k-1]を生成する回路であり、遅延回路１２ｊは、状態デー
タの虚数部ｘj[k-1]を生成する回路である。乗算器１２ａ，１２ｂはそれぞれ（２０）式
の第１項と第２項（負の符号を含む）を演算する演算器であり、加算器１２ｇは（２０）
式の第１項と第２項と第３項を加算する演算器である。従って、加算器１２ｇから（２０
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）式で示す状態データの実数部ｘr[k]が出力される。
【００７９】
　一方、乗算器１２ｄ，１２ｃはそれぞれ（２１）式の第１項と第２項を演算する演算器
であり、加算器１２ｈは（２１）式の第１項と第２項と第３項を加算する演算器である。
従って、加算器１２ｈから（２１）式で示す状態データの虚数部ｘj[k]が出力される。ま
た、乗算器１２ｅ，１２ｆはそれぞれ（２２）式と（２３）式を演算する演算器である。
【００８０】
　本実施形態では、三相二相変換部１１を設け、三相の電圧信号ｖu，ｖv，ｖwを互いに
直交する電圧信号ｖα，ｖβに変換しているが、電圧信号ｖα，ｖβは、それぞれ複素デ
ータｕr＋ｊｕjの実数部と虚数部に対応させることができるので、電圧信号ｖαのサンプ
リングデータを入力データの実数部ｕr[k]として加算器１２ｇに入力し、電圧信号ｖβの
サンプリングデータを入力データの虚数部ｕj[k]として加算器１２ｈに入力している。
【００８１】
　電圧信号ｖαのサンプリングデータが複素係数フィルタ部１２に入力される毎に、遅延
回路１２ｉ、乗算器１２ａ，１２ｂ，１２ｅ及び加算器１２ｇで（２０）式及び（２２）
式の演算処理が繰り返され、これにより、乗算器１２ｅから（７）式で示される基本波成
分の三相二相変換信号ｖsαのみの出力データｙr[k]が出力される。また、電圧信号ｖβ
のサンプリングデータが複素係数フィルタ部１２に入力される毎に、遅延回路１２ｊ、乗
算器１２ｃ，１２ｄ，１２ｆ及び加算器１２ｈで（２１）式及び（２３）式の演算処理が
繰り返され、これにより、乗算器１２ｆから（８）式で示される基本波成分の三相二相変
換信号ｖSβのみの出力データｙj[k]が出力される。
【００８２】
　なお、図３では、第１複素係数フィルタ部１２から出力データｙr[k]，ｙj[k]によって
出力される電圧信号を電圧信号ｖα,ｖβと区別するため、それぞれ「ｖr」，「ｖj」と
表記している。
【００８３】
　なお、複素係数フィルタ部１２から出力される、（７），（８）式で表わされる電圧信
号ｖr，ｖjは、電力系統９のＵ相の電圧ベクトルＶuの回転基準を実軸Ｒ方向とし、Ｕ相
の電圧信号ｖuの位相角ψを「０」とした場合であるが、電力系統９のＵ相の電圧信号ｖu

の位相がずれ、位相角ψ≠０の場合は、複素係数フィルタ部１２から出力される電圧信号
ｖr，ｖjは、ｖr＝Ａsm・cos(ωs・ｔ＋ψ)、ｖj＝Ａsm・sin(ωs・ｔ＋ψ)となる。
【００８４】
　正規化部１３は、複素係数フィルタ部１２から出力される電圧信号ｖr，ｖjのレベルを
「１」に正規化する演算処理を行う。複素係数フィルタ部１２から出力される電圧信号ｖ

r，ｖjは振幅が同一の正弦波信号と余弦波信号で、√（ｖr
2＋ｖj

2）を演算することによ
り振幅が求められるから、正規化部１３では、出力データｙr[k]，ｙj[k]に対してそれぞ
れｙr[k]／√（ｙr[k]

2＋ｙj[k]
2）とｙj[k]／√（ｙr[k]

2＋ｙj[k]
2）の演算処理を行っ

て電圧信号ｖr，ｖjの正規化処理が行われる。従って、正規化部１３からは、ｖr’＝cos
(θ)とｖj’＝sin(θ)（θ＝ω・t）で表わされる信号のデータが出力される。
【００８５】
　ＰＬＬ処理部１０Ｂは、基本波直交成分算出部１０Ａから出力される正規化された電圧
信号ｖr’，ｖj’と、当該ＰＬＬ処理部１０Ｂから出力される位相θ’（以下、「出力位
相θ'」という。）とを用いて電圧信号ｖr，ｖjの位相θ（以下、「入力位相θ」という
。）と出力位相θ’の位相差Δθ（＝θ－θ’）を算出する位相差演算部１４と、位相差
Δθに基づいて出力位相θ’を更新する位相更新部１５とを含む。
【００８６】
　位相差演算部１４は、sin(θ)・cos(θ’)－cos(θ)・sin(θ’)の三角関数の乗算式で
表わされる演算を行うものである。位相差演算部１４は、図９に示すように、出力位相θ
’に対し正弦値－sin(θ’)を演算する正弦値演算器１４ａと、出力位相θ’に対して余
弦値cos(θ’)を演算する余弦値演算器１４ｂと、正弦値－sin(θ’)と基本波直交成分算
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出部１０Ａから出力される正規化された電圧信号ｖr’(余弦値cos(θ))とを乗算する乗算
器１４ｃと、余弦値cos(θ’)と基本波直交成分算出部１０Ａから出力される正規化され
た電圧信号ｖj’(正弦値sin(θ))とを乗算する乗算器１４ｄと、乗算器１４ｃの乗算結果
と乗算器１４ｄの乗算結果を加算する加算器１４ｅで構成されている。
【００８７】
　sin(θ)・cos(θ’)－cos(θ)・sin(θ’)＝sin(θ－θ’)で、|θ－θ’|＝|Δθ|が
微小であれば、sin(θ－θ’)≒Δθであるから、位相差演算部１４は実質的に位相差Δ
θを演算している。なお、正規化された互いに直交する電圧信号ｖr’，ｖj’に対してｄ
ｑ変換処理を行い、ｄ軸上の電圧信号ｖdとｑ軸上の電圧信号ｖqを算出する場合、そのｄ
ｑ変換処理は、
【数５】

より、ｖq＝－cos(θ)・sin(θ’)＋sin(θ)・cos(θ’)＝sin(θ－θ’)であるから、位
相差演算部１４における演算処理は、基本波直交成分算出部１０Ａから出力される正規化
された互いに直交する相電圧信号ｖr’，ｖj’に対してｄｑ変換処理を行い、ｑ軸上の電
圧信号ｖqを算出する処理と言うこともできる。
【００８８】
　位相更新部１５は、位相差演算部１４から出力される位相差Δθをループフィルタ１５
ａに通した後、その出力（位相差Δθの微分値で角周波数Δωに相当する値）に加算器１
５ｂで所定の基準値ω0（本実施形態では系統周波数ｆsの角周波数ωs＝２πｆsに設定）
を加算し、その加算値ω’＝ω0＋Δωに積分器１５ｃで積分処理を行って位相θ’を算
出する。
【００８９】
　例えば、電力系統９の位相θ＝２πｆs・ｔが安定していれば、位相更新部１５から出
力される出力位相θ’は入力位相θに収束し、位相差演算部１４から出力される位相差Δ
θは「０」になるから、位相更新部１５から出力される出力位相θ’は、θ’＝θ＝２π
ｆs・ｔに保持されている。この状態で、電力系統９の位相θが瞬間的にψだけ増加する
と、位相差演算部１４からは（θ＋ψ）－θ’＝ψの位相差Δθが出力されるから、位相
更新部１５ではω’が位相差Δθに基づくΔωだけ増加し、位相更新部１５における電圧
ベクトルＶ’（図２３に示した電圧ベクトルＶ’参照）の角速度が増加して電力系統９の
電圧ベクトルＶ（図２３に示した電圧ベクトルＶ参照）の位相θの変動に追従するように
変化する。従って、ＰＬＬ処理部１０Ｂで出力位相θ’の更新処理が繰り返されることに
より位相差Δθが減少し、Δθ＝０になると、すなわち、出力位相θ’がθ’＝θ＝２π
ｆs・ｔ＋ψになると、位相更新部１５から出力される出力位相θ’はその値に保持され
ることになる。
【００９０】
　図１０は、位相差Δθを求める他の方法の位相差演算部１４’を示すブロック図である
。図９は、三角関数の乗算式を用いて位相差Δθの正弦値sin(Δθ)を演算する方法であ
ったが、図１０に示す方法は、図１１に示すように、出力位相θ’の正弦波信号sin(θ’
)を生成し、この正弦波信号sin(θ’)と基本波直交成分算出部１０Ａから出力される正規
化された電圧信号ｖj’＝sin(θ)の位相差Δθを直接カウントする方法である。具体的に
は、電圧信号ｖj’＝sin(θ)が負側から正側にゼロレベルを交差するタイミングｔ１を検
出するとともに、正弦波信号sin(θ’)が負側から正側にゼロレベルを交差するタイミン
グｔ１’を検出し、ｔ１とｔ１’の間の時間ΔＴを求め、その時間ΔＴから位相差Δθを
求める方法である。なお、sin(θ)の周期をＴとすると、ΔＴ／Ｔ＝Δθ／２πであるか
ら、位相差ΔθはΔθ＝２π・ΔＴ／Ｔを演算することにより求められる。
【００９１】
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　図１０に示す位相差演算部１４’は、基本波直交成分算出部１０Ａから出力される正規
化された電圧信号sin(θ)のレベルをゼロレベルと比較する比較器１４ｆと、比較器１４
ｆの出力信号を用いて電圧信号sin(θ)のレベルがゼロレベルを交差するタイミングを検
出する第１のゼロクロス検出器１４ｇと、出力位相θ’に対して正弦値sin(θ’)を演算
する正弦値演算器１４ｈと、正弦値演算器１４ｈから出力される正弦値sin(θ’)のレベ
ルをゼロレベルと比較する比較器１４ｉと、比較器１４ｉの出力信号を用いて正弦値sin(
θ’)のレベルがゼロレベルを交差するタイミングを検出する第２のゼロクロス検出器１
４ｊと、電圧信号sin(θ)の周波数よりも高周波のクロックＣＬＫを発生するクロック発
生器１４ｋと、第１のゼロクロス検出器１４ｇと第２のゼロクロス検出器１４ｊから出力
される検出信号を用いてクロックＣＬＫのパルス数をカウントするカウンタ１４ｌと、カ
ウンタ１４ｌでカウントされるカウント数Ｎから位相差Δθを算出する位相差演算器１４
ｍで構成されている。
【００９２】
　比較器１４ｆ，１４ｉは、例えば、電圧信号sin(θ)，sin(θ’)のレベルがゼロレベル
より小さいと、ローレベルを出力し、ゼロレベル以上になると、ハイレベルを出力する。
従って、図１１に示すように、比較器１４ｆからは電圧信号sin(θ)のレベルが負レベル
から正レベルに交差するタイミングｔ１でハイレベルになり、正レベルから負レベルに交
差するタイミングｔ２でローレベルになるゼロクロス検出信号Ｓz1が出力され、比較器１
４ｉからは電圧信号sin(θ’)のレベルが負レベルから正レベルに交差するタイミングｔ
１’でハイレベルになり、正レベルから負レベルに交差するタイミングｔ２’でローレベ
ルになるゼロクロス検出信号Ｓz2が出力される。
【００９３】
　カウンタ１４ｌは、正弦波信号sin(θ’)が基本波直交成分算出部１０Ａから出力され
る電圧信号ｖj’＝sin(θ)より遅れている場合は、図１１に示すように、ゼロクロス検出
信号Ｓz1の立ち上がり信号でカウント値をゼロにリセットしてクロックＣＬＫのパルスの
カウントを開始し、ゼロクロス検出信号Ｓz2の立ち上がり信号でクロックＣＬＫのパルス
のカウントを停止し、そのカウント数Ｎを位相差演算器１４ｍに出力する。一方、正弦波
信号sin(θ’)が電圧信号ｖj’＝sin(θ)より進んでいる場合は、ゼロクロス検出信号Ｓz

2の立ち上がり信号でカウント値をゼロにリセットしてクロックＣＬＫのパルスのカウン
トを開始し、ゼロクロス検出信号Ｓz1の立ち上がり信号でクロックＣＬＫのパルスのカウ
ントを停止し、そのカウント数Ｎを位相差演算器１４ｍに出力する。すなわち、カウンタ
１４ｌは、｜ｔ１－ｔ１’｜の期間を示すカウント数Ｎを算出する。
【００９４】
位相差演算器１４ｍは、カウント数Ｎと係数Ｋ＝２π／ＮT（ＮT：周期Ｔにおけるクロッ
クＣＬＫのパルスカウント数）の乗算を行い、位相差Δθを算出する。なお、クロックＣ
ＬＫの周期をτとすると、周期Ｔ＝ＮT・τ、ΔＴ＝Ｎ・τである。上記のようにΔθ＝
２π・ΔＴ／Ｔであるから、Δθ＝２π・Ｎ・τ／ＮT・τ＝２π・（Ｎ／ＮT）となる。
【００９５】
図１２は、本発明に係る位相検出装置１０（複素係数フィルタ部１２を複素係数バンドパ
スフィルタとし、位相差演算部１４を三角関数の乗算式sin(θ－θ’)で位相差を算出す
る方式としたもの）から出力される出力位相θ’を有する電圧ベクトルＶ’の周波数ｆ’
の応答特性をシミュレーションした結果である。また、図１３は、シミュレーション開始
から０．３秒後の電圧ベクトルＶ’の周波数ｆ’の変動状態を拡大した図である。なお、
位相検出装置１０の位相差演算部１４は、図９に示す構成のものである。また、図１２、
図１３では、縦軸に電圧ベクトルＶ’の周波数ｆ’＝ω’／（２π）［Ｈｚ］を取ってい
る。
【００９６】
　図１２は、電力系統の電圧信号の位相θ（周波数ｆ＝系統周波数ｆs＝６０Ｈｚ。位相
角ψ＝０）が安定している状態でシミュレーションを開始し、シミュレーション開始から
０．２秒後に電力系統９の位相θを瞬時的に９０度進ませた場合（θ＝２πｆs・ｔ＋π
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／２とした場合）の位相検出装置１０の応答特性を示している。電圧検出器８の検出電圧
信号ｖu，ｖv，ｖwに含まれる不平衡成分の含有条件を５％とし、５次、７次、１１次の
高調波成分の含有条件をそれぞれ５％としている。また、複素係数フィルタ部１２の通過
帯域の中心周波数ｆ0は系統周波数ｆs＝６０Ｈｚに設定している。
【００９７】
　図１２に示すように、シミュレーション開始から０．２秒後に電力系統の位相θを瞬時
的に「２πｆs・ｔ」から「２πｆs・ｔ＋π／２」に変化させると、位相検出装置１０は
、位相差演算部１４から出力される位相差Δθが「０」から「π／２」に急変するので、
その位相差Δθの急変に基づいて出力位相θ’を増加させる。位相急変時（時刻０．２秒
）は、位相差Δθが大きいので、位相検出装置１０は、ＰＬＬ処理部１０Ｂにおける電圧
ベクトルＶ’の周波数ｆ’を急上昇させて電圧ベクトルＶ’を電力系統９の電圧ベクトル
Ｖに合わせるようにＰＬＬ動作をするが、その後は上昇させた周波数ｆ’を減少させて電
圧ベクトルＶ’を電力系統９の電圧ベクトルＶに一致させるようにＰＬＬ動作をする。
【００９８】
　位相急変時（時刻０．２秒）から０．０５秒が経過するまでの間にＰＬＬ処理部１０Ｂ
における電圧ベクトルＶ’の周波数ｆ’が凡そ７５Ｈｚをピークにパルス状に変化してい
るのは、その様子を示している。また、位相急変時（時刻０．２秒）から０．１秒経過し
た時（時刻０．３秒）には、図１３に示すように、位相検出装置１０におけるＰＬＬ動作
は、周波数ｆ’のリップルが±０．０１２Ｈｚ程度（系統周波数ｆs＝６０Ｈｚに対して
変動幅０．０４％程度）となるので、位相検出装置１０の出力位相θ’は、位相急変時（
時刻０．２秒）から０．１秒以内に電力系統の変化後の位相θに整定するということがで
きる。
【００９９】
　図１２，図１３のシミュレーション結果より、本発明に係る位相検出装置１０によれば
、電力系統９の位相θが急峻に変動した場合でも十分にその変動に追従し、高い応答精度
で電力系統９の位相θを検出することができる効果を奏する。
【０１００】
　上記実施形態では、複素係数フィルタ部１２をバンドパスフィルタで構成したが、抑制
したい不平衡成分や高調波成分が分かっているのであれば、それらの成分を抑制する複素
係数ノッチフィルタ（ＢＥＦ）で構成してもよい。例えば、抑制したい周波数が不平衡成
分（－ｆs）と５次、７次、１１次の高調波成分（－５ｆs，＋７ｆs，－１１ｆs）の場合
、それらの周波数毎にｚ変換表現による伝達関数Ｈ（ｚ）が下記の（２４）式で表される
複素係数ノッチフィルタを設け、それらを多段に接続することによって図１４に示す周波
数特性を有するノッチフィルタを構成するとよい。
【０１０１】
【数６】

【０１０２】
　なお、Ωdは、Ωd＝２π・（ｆ／ｆsr）であり、ｆ＝－ｆsに設定すると、不平衡成分
（－ｆs）に対する複素係数ノッチフィルタとなる。また、ｆ＝－５ｆs、ｆ＝＋７ｆs、
ｆ＝－１１ｆsに設定すると、それぞれ５次、７次、１１次の高調波成分に対する複素係
数ノッチフィルタとなる。従って、図１７に示すように、－ｆs、－５ｆs、＋７ｆs、－
１１ｆsを阻止周波数とする複素係数ノッチフィルタ１２１，１２２，１２３，１２４を
縦続接続することにより、図１４に示す周波数特性を有するノッチフィルタが構成される
。
【０１０３】
　また、上記（２４）式の演算処理を行う処理回路のブロック図は、図１５に示す構成と
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なり、複素係数ノッチフィルタ（ＢＥＦ）を用いた複素係数フィルタ部１２の複素演算処
理を行う回路は、図１６に示す構成となる。図１５は、図７に示すブロック図に対して、
入力データｕ[k]から出力データｙ[k]を減算し、その減算値を偏差出力データｅ[k]とし
て出力する回路を追加したものである。また、図１６は、図８に示すブロック図に対して
、実数部の乗算器１２ｅの後段に加算器１２ｋを追加し、当該加算器１２ｋで入力データ
の実数部ｕr[k]から出力データｙ[k]の実数部ｙr[k]を減算して偏差出力データの実数部
ｅr[k]を出力し、虚数部の乗算器１２ｆの後段に加算器１２ｌを追加し、当該加算器１２
ｌで入力データの虚数部ｕj[k]から出力データｙ[k]の虚数部ｙj[k]を減算して偏差出力
データの虚数部ｅj[k]を出力する構成としたものである。
【０１０４】
　図１６に示す回路は、図８に示す回路に対して、上述した加算器１２ｋ，１２ｌでの減
算処理が追加された点が異なるだけであるから、図１６に示す回路の演算処理の詳細説明
は省略する。
【０１０５】
　図１８は、複素係数フィルタ部を図１４に示す周波数特性を有する複素係数ノッチフィ
ルタとし、位相差演算部１４を三角関数の乗算式sin(θ－θ’)で位相差を算出する方式
とした位相検出装置１０の位相検出の応答特性（位相検出装置から出力される位相θ’を
有する電圧ベクトルＶ’の周波数の変動状態）をシミュレーションした結果である。また
、図１９は、シミュレーション開始から０．３秒後に位相検出装置１０から出力される電
圧ベクトルＶ’の周波数ｆ’の変動状態を拡大した図である。シミュレーションの条件や
グラフの表示態様は、図１２，図１３の場合と同一である。
【０１０６】
　複素係数ノッチフィルタを用いた場合は、図１８に示すように、位相急変時（時刻０．
２秒）の直後からＰＬＬ処理部１０Ｂにおける電圧ベクトルＶ’の周波数ｆ’が急上昇し
、凡そ１１０Ｈｚをピークにパルス状に変化した後、位相急変時から凡そ０．０２秒経過
後（時刻０．２２秒）には位相検出装置１０の出力位相θ’が電力系統の変化後の位相θ
に整定することが確認できた。また、図１９に示すように、位相急変時から０．１秒経過
後（時刻０．３秒）における周波数ｆ’のリップルはほぼゼロであることも確認できた。
従って、複素係数ノッチフィルタを用いた場合は、応答速度及び検出精度のいずれも複素
係数バンドパスフィルタを用いた場合よりも高い性能であることが確認できた。
【０１０７】
　図２０は、複素係数フィルタ部を複素係数ノッチパスフィルタとし、位相差演算部をsi
n(θ)とsin(θ')の位相差Δθを直接カウントする方式（図１０に示す位相差演算部１４
’を用いたもの）とした位相検出装置１０の位相検出の応答特性（位相検出装置から出力
される位相θ’を有する電圧ベクトルＶ’の周波数の変動状態）をシミュレーションした
結果である。また、図２１は、シミュレーション開始から４．９秒後に位相検出装置１０
から出力される電圧ベクトルＶ’の周波数ｆ’の変動状態を拡大した図である。シミュレ
ーションの条件やグラフの表示態様は、図１２，図１３の場合と同一である。
【０１０８】
　図１０に示す位相差演算部１４’を用いた場合は、図２０に示すように、位相急変時（
時刻０．２秒）の直後にＰＬＬ処理部１０３における電圧ベクトルＶ’の周波数ｆ’が凡
そ６０.４８Ｈｚに上昇するが、その後は徐々に減少して位相急変時から凡そ２．８秒経
過後（時刻３．０秒）に位相検出装置１０の出力位相θ’が電力系統の変化後の位相θに
整定する。また、図２１に示すように、位相急変時から４．７秒経過後（時刻４．９秒）
における周波数ｆ’のリップルはほぼゼロになる。
【０１０９】
　図１０に示す位相差演算部１４’を用いた場合は、図９に示す相差演算部１４を用いた
場合よりも出力位相θ’が位相急変時から変化後の位相θに整定するまでに時間を要して
いるが、これはsin(θ)の瞬時値とsin(θ')の瞬時値を比較して位相差Δθを算出するか
らであると考えられる。位相差演算部１４’を用いることによる速応性の低下は、ループ
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フィルタの値を調整することにより改善することができる。また、整定時のリップルがほ
ぼゼロになっているのは、複素係数ノッチフィルタを用いていることによるものと考えら
れる。
【０１１０】
　以上より、本実施形態に係る位相検出装置１０を用いると、ＰＬＬ法を用いて位相を検
出するＰＬＬ処理部１０Ｂの前段で複素係数フィルタを用いて不平衡成分や所定次数の高
調波成分を除去する構成であるので、不平衡成分や高調波成分の影響を受けない位相検出
を高速で行うことができる。また、電圧検出器８などで混入するノイズを除去する複素係
数バンドパスフィルタを組み合わせれば、不平衡成分や高調波成分以外の位相検出に悪影
響を与えるノイズも除去できるので、このノイズを除去するためのフィルタを新たに設け
る必要がない。更に、複素係数バンドパスフィルタや複素係数ノッチフィルタを用いてい
るので、複素係数フィルタ部１２の入出力間で位相差が生じないというメリットもある。
【０１１１】
　なお、複素係数フィルタ部１２のフィルタには複素係数バンドパスフィルタ又は複素係
数ノッチフィルタを用いればよいが、好ましくは複素係数バンドパスフィルタよりも複素
係数ノッチフィルタを用いたほうが高速かつ高精度の位相検出特性を得ることができる。
また、複素係数ノッチフィルタと複素係数バンドパスフィルタとを組み合わせれば、両者
の特性の相乗効果を期待することができ、より高速かつ高精度の位相検出特性を得ること
ができる。
【０１１２】
　また、周知のように、複素係数ノッチフィルタ及び複素係数バンドパスフィルタを多段
構成とすれば、急峻なフィルタ特性とすることができるとともに、不平衡成分や高調波成
分の除去特性や応答性を容易に調整できるので、実装する場合は適当な段数の多段構成に
するとよい。例えば、系統連系インバータ１を連系させる電力系統９が２次の高調波成分
を多く含む系統の場合は、２次高調波を除去する複素係数ノッチフィルタと複素係数バン
ドパスフィルタを組み合わせればよく、不平衡成分や高調波成分をあまり多く含まない系
統であれば、応答速度の速いフィルタ構成にすればよい。
【０１１３】
　上記実施形態では、三相の系統連系インバータ１について説明したが、本発明に係る位
相検出装置は、単相の系統連系インバータにも適用することができる。図２２は、単相の
系統連系インバータに適用される位相検出装置１０’のブロック図であるが、図３の位相
検出装置１０に対して三相／二相変換部１１が設けられていない点が異なるだけである。
単相の場合は、電圧信号ｖが１つしかないので、その電圧信号ｖのサンプリングデータが
入力データの実数部ｕr[k]として複素係数フィルタ部１２に入力され、入力データの虚数
部ｕj[k]には「０」が入力される。なお、図３の位相検出装置１０において、三相／二相
変換部１１を除去し、Ｕ，Ｖ，Ｗのいずれかの相の電圧信号ｖのサンプリングデータを入
力データの実数部ｕr[k]として複素係数フィルタ部１２に入力し、入力データの虚数部ｕ

j[k]には「０」を入力するようにしてもよい。
【０１１４】
　複素係数フィルタを用いた複素係数フィルタ部１２では、単相の電圧信号が入力された
場合でも三相の場合と同様に互いに直交する電圧信号ｖr，ｖj（正弦波と余弦波の信号）
が出力されるので、複素係数フィルタ部１２，正規化部１３及びＰＬＬ処理部１０Ｂは、
図３に示す三相用の位相検出装置１０と同様の構成で実現することができる。また、単相
の場合は、一般に不平衡成分の対策が困難であるが、本発明を適用することより単相の場
合でも容易に不平衡成分と高調波成分を除去できるので、不平衡成分の対策を効果的に行
うことができ利点がある。
【０１１５】
　従って、本発明は、簡単な構成で種々の系統連系インバータの位相検出装置に広く適用
することができる。
【符号の説明】
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【０１１６】
　１　系統連系インバータ
　２　直流電源
　３　インバータ回路
　４　インバータ制御部
　５　フィルタ回路
　６　変圧器
　７　電流検出器
　８　電圧検出器
　９　電力系統
　１０，１０’　位相検出装置
　１０Ａ　基本波直交成分算出部
　１０Ｂ　ＰＬＬ処理部（位相同期手段）
　１１　三相／二相変換部（三相二相変換手段）
　１２，１２’　複素係数フィルタ部（複素係数フィルタ手段）
　１２１，１２２，１２３，１２４　複素係数ノッチフィルタ
　１３　正規化部
　１４，１４’　位相差演算部（位相制御手段の要素）
　１４ａ　正弦値演算器（第１の正弦値演算手段）
　１４ｂ　余弦値演算器（余弦値演算手段）
　１４ｃ，１４ｄ　乗算器（第２の正弦値演算手段の要素）
　１４ｅ　加算器（第２の正弦値演算手段の要素）
　１４ｆ　比較器（第１のゼロクロス検出手段の要素）
　１４ｇ　ゼロクロス検出器（第１のゼロクロス検出手段の要素）
　１４ｈ　正弦値演算器（正弦値演算手段）
　１４ｉ　比較器（第２のゼロクロス検出手段の要素）
　１４ｊ　ゼロクロス検出器（第２のゼロクロス検出手段の要素）
　１４ｋ　クロック発生器（計時手段の要素）
　１４ｌ　カウンタ（計時手段の要素）
　１４ｍ　位相差演算器（位相差演算手段）
　１５　位相更新部
　１５ａ　ループフィルタ（位相制御手段の要素）
　１５ｂ　加算器（位相生成手段の要素）
　１５ｃ　積分器（位相生成手段の要素）
【手続補正３】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図３
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図３】

【手続補正４】
【補正対象書類名】図面
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【補正対象項目名】図２２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【図２２】
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